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Ⅰ 人口

１．人口の状況

（１）総人口の長期推移（国勢調査）

旧風連町を含む本市の総人口は減少傾向で推移しており、令和２年には27,282人となっています。

年齢３区分別人口をみると、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）は減少傾向で推移して

いるほか、これまで増加傾向で推移していた老年人口（65歳以上）も令和２年には減少に転じています。

年齢３区分人口の割合をみると、高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）は徐々に高くなってお

り、令和２年は32.2％となっています。

【総人口及び年齢３区分別人口の推移】

※総人口は年齢不詳を含む。

出典：総務省「国勢調査」

【年齢３区分別人口比率の推移】

※年齢不詳人口を年齢３区分別の比率で按分して算出

出典：総務省「国勢調査」
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（２）総人口の短期推移（住民基本台帳）

住民基本台帳人口に基づく本市の総人口は平成29年の28,044人から令和６年には24,881人に

減少しています。

年齢３区分別の人口は、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）は減少傾向で推移して

いるほか、老年人口（65歳以上）は令和元年から減少傾向に転じており、令和６年の高齢化率は34.1％

となっています。

【総人口及び年齢３区分別人口の推移】

出典：住民基本台帳（各年10月1日現在）

【年齢３区分別人口比率の推移】

出典：住民基本台帳（各年10月1日現在）
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２．将来人口推計

国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」に

よると、本市の総人口は令和２年の27,282人から30年後の令和32年に17,272人まで減少すると

予測されています。

【総人口及び年齢３区分別人口の推移】

※総人口は年齢不詳を含む。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」

【年齢３区分別人口比率の推移】

※年齢不詳人口を年齢３区分別の比率で按分して算出

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」
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Ⅱ 人口動態

１．人口動態の概況

総人口の変化を自然増減（出生と死亡による人口の増減）と社会増減（転入と転出による人口の増減）

でみると、自然増や社会増となる年が散見されますが、おおむね自然減、社会減の状況が続いています。

【自然増減と社会増減の推移】

出典：内閣府「地域経済分析システムRESAS」

【出生数、死亡数、転入数、転出数の推移】

出典：内閣府「地域経済分析システムRESAS」

-800

-600

-400

-200

0

200

平
成
６
年(1994)

平
成
７
年(1995)

平
成
８
年(1996)

平
成
９
年(1997)

平
成10
年(1998)

平
成11
年(1999)

平
成12
年(2000)
平
成13

年(2001)
平
成14

年(2002)
平
成15

年(2003)

平
成16

年(2004)

平
成17

年(2005)

平
成18

年(2006)

平
成19

年(2007)

平
成20

年(2008)

平
成21

年(2009)

平
成22

年(2010)

平
成23

年(2011)

平
成24

年(2012)

平
成25

年(2013)

平
成26

年(2014)

平
成27

年(2015)

平
成28

年(2016)

平
成29

年(2017)

平
成30

年(2018)

令
和
元
年(2019)

令
和
２
年(2020)

令
和
３
年(2021)

令
和
４
年(2022)

令
和
５
年(2023)

自然増減 社会増減 人口増減

（人）

0

1,000

2,000

3,000

平
成
６
年(1994)

平
成
７
年(1995)

平
成
８
年(1996)

平
成
９
年(1997)

平
成10

年(1998)

平
成11

年(1999)

平
成12

年(2000)

平
成13

年(2001)

平
成14

年(2002)

平
成15

年(2003)

平
成16

年(2004)

平
成17

年(2005)

平
成18

年(2006)

平
成19

年(2007)

平
成20

年(2008)

平
成21

年(2009)

平
成22

年(2010)

平
成23

年(2011)

平
成24

年(2012)

平
成25

年(2013)

平
成26

年(2014)

平
成27

年(2015)

平
成28

年(2016)

平
成29

年(2017)

平
成30

年(2018)

令
和
元
年(2019)

令
和
２
年(2020)

令
和
３
年(2021)

令
和
４
年(2022)

令
和
５
年(2023)

出生数 死亡数 転入数 転出数

（人）



5

２．出生・死亡の状況

（１）出生数・死亡数の推移

本市の出生数は減少傾向で推移しているほか、死亡数は令和３年以降多くなっており、自然増減は減

少傾向で推移しています。

【出生数、死亡数の推移】

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

（２）有配偶出生率の推移

本市の有配偶出生率（結婚している女性1,000人当たりの出生数）は、北海道よりも高い水準で推移

していますが、平成27年の83.4人から令和２年には66.1人に減少しています。

【有配偶出生率の推移】

出典：内閣府「地域経済分析システムRESAS」
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３．転入・転出の状況

本市への転入者数は減少傾向で推移していますが、本市からの転出者数は令和２年までは減少傾向、

令和３年以降は増加傾向で推移しており、令和４年及び令和５年は大きな社会減となっています。

令和３年から令和５年における社会増減数の平均を年齢階級別でみると、多くの年齢階級で社会減

となっており、女性は15～19歳で大きな社会増があるものの、男女ともに20～24歳における社会減

が生じています。

【転入・転出数の推移】

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

【男女年齢階級別の社会増減数（令和３年～令和５年の平均）】

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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Ⅲ 産業

１．農業の状況

（１）農家数の推移

農家数の推移をみると、総農家数は平成12年からの20年間で半数近くまで減少しており、令和２年

は580戸となっています。

【農家数の推移】

出典：農林水産省「農林業センサス」

（２）農業産出額の推移
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令和５年の農業産出額の内訳をみると、米が約47億円（42.7％）で最も多くなっています。

【農業産出額の推移】

出典：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」
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２．商工業の状況

（１）企業数の推移

産業大分類別に企業数の推移をみると多くの業種で減少傾向がみられ、平成24年と令和３年を比較

すると、「卸売業，小売業」では49社、「宿泊業，飲食サービス業」では30社が減少しています。

【産業大分類別企業数の推移】

出典：総務省「経済センサス活動調査」
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（２）付加価値額の推移

産業大分類別に付加価値額（売上高から原材料等の中間投入額を差し引いた金額）の推移をみると、

平成24年から令和３年にかけて「卸売業，小売業」は約9.3億円（18.5％）増加していますが、次に付加

価値額の大きい「医療，福祉」は約2.2億円（4.2％）の減少となっています。

【産業大分類別付加価値額の推移】

※数字のない箇所は企業数が少ないため秘匿

出典：総務省「経済センサス活動調査」

2,453

1,357

111

1,396

5,016

2,108

379

469

891

534

276

5,105

1,622

3,224

1,540

1,288

5,610

2,366

773

414

1,245

450

227

5,132

870

1,654

2,718

1,398

103

1,180

5,946

2,132

484

520

574

407

420

4,890

1,954

0 2,000 4,000 6,000 8,000

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

平成24年（2012）

平成28年（2016）

令和３年（2021）

（百万円）



10

３．観光の状況

本市の観光入込客数は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年度に約25万人と減少しまし

たが、その後は堅調に推移しており、令和5年度には約34万人となっています。

観光入込客数の内訳をみると、令和２年度以降は道内客・道外客ともに伸びていますが、宿泊客数は横

ばいに近い状況です。

【観光入込客数の推移（道内・道外別）】

出典：北海道「北海道観光入込客数調査」

【観光入込客数の推移（日帰り・宿泊別）】

出典：北海道「北海道観光入込客数調査」
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Ⅳ 医療・福祉

１．医療環境の状況

（１）医療施設の状況

医療施設の病床数を人口10万人換算でみると、本市の病院の病床数は全国・北海道を大きく上回っ

ている状況です。

【病床数（人口10万対）の比較（令和５年）】

出典：厚生労働省「医療施設調査」

（２）医師数の状況

令和５年の医師数を人口10万人換算で全国・北海道と比較すると、本市は医師数、歯科医師数とも

に全国・北海道を上回っています。

【医師数・歯科医師数（人口10万対）の比較（令和５年）】

出典：厚生労働省「医療施設調査」
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２．福祉の状況

（１）高齢者の状況

本市の第１号被保険者数（おおむね65歳以上の高齢者数）をみると、令和元年以降ゆるやかに減少し

ていますが、認定者数はおおむね横ばいに推移しており、認定率（第１号被保険者数に占める認定者数

の割合）はわずかに上昇傾向となっています。

また、要介護度別に認定者数をみると、要支援１から要介護１までの比較的軽度の方の認定者数が増

加しています。

【第１号被保険者数と認定者数及び認定率の推移】

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告月報」（各年３月末現在）

【要介護度別の認定者数の推移】

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告月報」（各年３月末現在）
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（２）障がいのある人の状況

本市の障がいのある人を障害者手帳所持者数でみると、身体障がいには減少傾向がみられる一方、

知的障がいは増加傾向がみられます。また、精神障がいは令和２年から令和３年にかけて減少しました

が、令和４年以降は増加傾向で推移しています。

障害者手帳所持者数を年齢構成別でみると、身体障がいは71歳以上が69.8％、知的障がい及び精

神障がいは18～70歳がそれぞれ77.2％、91.1％を占めている状況です。

【障害者手帳所持者数の推移】

出典：名寄市社会福祉課（各年４月１日現在）

【障害者手帳所持者数の年齢構成（令和５年）】

出典：名寄市社会福祉課

1,363 1,371 1,349 1,350 1,328 1,288

374 382 388 396 404 417
174 215 215 198 207 223

0

500

1,000

1,500

2,000

平成30年
(2018)

令和元年
(2019)

令和２年
(2020)

令和３年
(2021)

令和４年
(2022)

令和５年
(2023)

身体障がい 知的障がい 精神障がい

（人）

0.9 13.9 0.4

29.3

77.2
91.1

69.8

8.9 8.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

身体障がい 知的障がい 精神障がい

０～17歳 18～70歳 71歳以上

（％）



14

Ⅴ 財政

１．歳入の状況

本市普通会計の歳入を名寄市総合計画（第２次）の開始年度である平成28年度と令和６年度で比較

すると、歳入決算額は238.0億円から262.2億円に増加しています。

費目別でみると、自主財源のうち市税が30.8億円から30.3億円へとわずかに減少しており、全体

に占める割合も12.9％から11.6％に低下しています。

国や北海道から交付される依存財源の中では、地方交付税及び国庫支出金が増加していますが、市

債は大きく減少しています。

【平成28年度】 【令和６年度】

歳入決算額：238.0億円 歳入決算額：262.2億円

※端数処理のため内訳と合計が一致しない場合があります。

出典：名寄市財政課

歳入の分類 概 要

市税 市民の皆さんから納めていただいた税金。市民税、固定資産税、軽自動車税等

地方交付税
どの地域に住む住民にも一定の行政サービスを提供できるように自治体の

財政力に応じて国から交付されるお金

国・道支出金 特定の事業に対して、国や道から使いみちを指定して交付されるお金

市債 主に公共施設整備のために市が長期間借り入れるお金

自主財源
58.2億円

24.4%

依存財源
179.8億円

75.6%

市税
30.8億円

12.9%

使用料及び手数料
8.3億円
3.5%

諸収入
11.5億円

4.8% その他
7.6億円

3.2%

地方交付税
92.5億円

38.9%

国庫支出金
22.6億円

9.5%

道支出金
13.9億円

5.8%

市債
42.2億円

17.7%

その他
8.6億円

3.7%

自主財源
77.7億円

29.7%

依存財源
184.5億円

70.3%

市税
30.3億円

11.6%

使用料及び手数料
7.2億円
2.7%

諸収入
11.8億円

4.5%

その他
28.4億円
10.8%

地方交付税
103.3億円

39.4%

国庫支出金
35.1億円
13.4%

道支出金
15.2億円

5.8%

市債
17.8億円

6.8%

その他
13.1億円

4.9%
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２．歳出の状況

（１）普通会計歳出決算額（性質別）の比較

本市普通会計の歳出を平成28年度と令和６年度で比較すると、決算額は234.1億円から257.9億

円に増加しています。

歳出を性質別でみると、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は82.5億円から101.5億

円へと19.0億円の増加となっています。

また、平成28年度と比べて令和６年度の普通建設事業費は10.3億円減の36.3億円でしたが、物件

費及び補助費等は令和６年度に増加しています。

【平成28年度】 【令和６年度】

歳出決算額：234.1億円 歳出決算額：257.9億円

※端数処理のため内訳と合計が一致しない場合があります。

出典：名寄市財政課

性質別歳出の分類 概 要

人件費 職員の給料のほか、議員、特別職、各種委員報酬、共済費などの費用

扶助費
社会保障の一環として行うさまざまな支援に要する経費。乳幼児医療

費や児童手当、生活保護費、医療費の助成など

公債費 資金調達のために借り入れた市債の返済のための費用

普通建設事業費
道路・河川や学校、スポーツ施設、公園、市営団地など公共施設の整備

や維持修繕、用地等の取得などに要する費用

災害復旧費 自然災害によって被災した施設を復旧するために使われる費用

物件費
人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の、消費的性質をもつ費

用。旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料、備品購入費など

補助費等 各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金など

繰出金
一般会計から、一定のルールにより特別会計・公営企業会計に支出する

費用

義務的経費
82.5億円

35.3%

投資的経費
47.7億円

20.3%

その他
104.0億円

44.4%

人件費
35.7億円

15.3%

扶助費
24.5億円
10.5%

公債費
22.3億円

9.5%

普通建設事業費
46.6億円
19.8%

災害復旧費
1.1億円
0.5%

物件費
24.2億円
10.3%

補助費等
34.3億円
14.6%

繰出金
19.1億円

8.2%

その他
26.3億円

11.3%

義務的経費
101.5億円

39.4%

投資的経費
36.3億円

14.1%

その他
120.1億円

46.5%

人件費
43.1億円

16.7%

扶助費
30.6億円
11.9%

公債費
27.8億円
10.8%

普通建設事業費
36.3億円
14.1%

災害復旧費
0.0億円
0.0%

物件費
31.2億円

12.1%

補助費等
43.7億円
16.9%

繰出金
18.7億円

7.2%

その他
26.5億円

10.3%
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（２）普通会計歳出決算額（目的別）の比較

普通会計の歳出を行政分野ごとにまとめた目的別でみると、平成28年度と比べて令和６年度は教育

費が58.5億円から37.0億円と21.5億円減少し、民生費は44.9億円から59.9億円へと15億円増加、

土木費は17.3億円から29.3億円と12億円増加しています。

【普通会計歳出決算額（目的別）】

※端数処理のため内訳と合計が一致しない場合があります。

出典：名寄市財政課
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その他

商工費
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職員費

公債費

衛生費

民生費

教育費

（億円）

目的別歳出の分類 概 要

教育費 小中学校、大学、生涯学習などの運営、施設維持管理などに要する費用

民生費 障害者福祉、児童福祉、高齢者福祉、福祉医療などに要する費用

衛生費 健診・保健指導や墓地・火葬場管理運営、ごみ収集などに要する費用

公債費 資金調達のために借り入れた市債の返済のための費用

職員費 職員の給与、扶養手当など各種諸手当、共済費などの費用

土木費 道路、河川や公園の整備運営、市営住宅に要する費用

総務費 情報、企画、スポーツ、徴税、戸籍、選挙など、全般的な管理事務の費用

農林業費 農業・林業・畜産業の振興、経営補助などに要する費用

商工費 商工業や観光の振興、経営補助などに要する費用
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３．市債の状況

市債（市の借金）の現在高を平成28年度と令和６年度で比較すると、平成28年度の市債現在高合計

額277.9億円に対し、令和６年度は240.7億円と37.2億円減少しています。

市債の内訳をみると、令和６年度は合併特例債及び臨時財政対策債権の現在高が大きく減少してい

る一方、過疎債の現在高が増加しています。

【市債現在高の比較】

※端数処理のため内訳と合計が一致しない場合があります。

出典：名寄市財政課

54.8
94.3

60.2
12.6

25.3 22.9

71.6 
52.6 

28.8 
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37.2 
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0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

平成28年度
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その他

地域活性化債

臨時財政対策債

公営住宅建設事業債

合併特例債

過疎債

（億円）

市債の分類 概 要

過疎債
過疎地域に指定された市町村が、過疎対策事業を行うための財源と

して発行できる地方債

合併特例債
市町村合併後の新しいまちづくりに必要な事業の財源として発行で

きる地方債

公営住宅建設事業債 公営住宅を建設する際の財源として発行できる地方債

臨時財政対策債
国が市町村に交付する地方交付税の財源不足の振り替わりとして

発行が認められる地方債

地域活性化債 地域の活性化のための基盤整備事業に発行できる地方債


